
２．取組を進めるに当たり困難であった事例 

Ｂ．円滑な学位授与の促進 

⑥その他 

⑥その他 

≪人社系≫ 

●東北大学情報科学研究科 

「情報リテラシー教育専門職養成プログラム」の事例 

（具体的に何を実施し、何が困難であったのか） 

本プログラムを実質的に推進するためには、博士学位取得者を数多く輩出することが重

要であると認識し、その課題に応えようと複数教員による指導体制や情報教育デザイン特

別ゼミナールなどの科目を新設した。しかし、プログラムのスタート以来、博士後期課程

の履修者はほぼコンスタントに受け入れ、プログラム自体は十分に機能しているといえる

が、遺憾にも平成 24 年 3月末現在でまだ博士学位取得者を出していない。これからの最大

の課題である。 

（苦労したこと、困難であったことの具体的な要因は何だったのか、それにより実施内容が 

どのような影響を受けていたのか） 

博士学位取得を目指す履修生の多くは、現役の教員でありかつ遠隔地の居住者が多い。

実際に蓋を開けてみると、本務の仕事量は膨大であり、そのため研究のための時間を確保

することが難しく、三年の期間で研究を実らせることは困難であったようである。遠隔地

に居住する履修者に対する研究指導の方法には、e-learnig やメール等によるコミュニケ

ーションが考えられるが、しかし実質的に効果を上げるためには、直接対峙してディスカ

ッションを行い、細部にわたって入念にアドバイス等を行う必要があると感じられた。 

（どのように対応し、どのような結果が得られたのか、また、その結果が望ましいものでは 

なかった場合、あらかじめどのように対応していれば適切であったのか、どうすればより

良い結果を導くことができたのか） 

実際の対応として、長期休暇期間を活用し集中的に指導にあたったり、またオープンキ

ャンパスの期間に研究発表などを実施し、可能な限り研究の推進を図った。しかし、実情

研究に専念する時間は十分には確保できなかったようである。即効的に解決する方法はな

く、プログラム履修生が研究活動の時間を少しでも多く確保でき、着実に研究成果を上げ

られるように支援することが求められる。スタートして実質的におよそ三年が経過し、す

でに提出間近の履修生もいる。指導体制の強化を図り、直接的に指導できる機会を可能な

限り多く設け、プログラムの期待に応えたい。 

 

 

≪理工農系≫ 

●東京工業大学理工学研究科原子核工学専攻 

「個性を磨く原子力大学院教育システム」の事例 

（具体的に何を実施し、何が困難であったのか） 

修士課程１年生の前半は、研究室に所属させず、「コース室」の所属とし、マルチ・ラボ
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トレーニング（ラボレス教育（研究室ローテーション））を実施した。 

（苦労したこと、困難であったことの具体的な要因は何だったのか、それにより実施内容が 

どのような影響を受けていたのか） 

修士１年生前半のラボレス教育は期間が少し長すぎて、研究室所属後の修士論文研究へ

の接続が少しスムーズでないケースが見受けられた。 

（どのように対応し、どのような結果が得られたのか、また、その結果が望ましいものでは 

なかった場合、あらかじめどのように対応していれば適切であったのか、どうすればより

良い結果を導くことができたのか） 

ラボレス教育期間を３ヶ月に短縮した。４月入学者は７月に研究室配属になり、配属さ

れた７月から修士論文研究を開始でき、学生は８～９月の夏期休暇を自主的に有意義に過

ごすことができる。 

 

 

●東京工業大学理工学研究科原子核工学専攻 

「個性を磨く原子力大学院教育システム」の事例 

（具体的に何を実施し、何が困難であったのか） 

組織的教育の実施に対して、毎月の全体会合の出席率及び教員アンケートに対する回答

率等から判断して、「大学院教育の実質化」に積極的でない専攻教員が 20～30%見受けられ

る。 

（苦労したこと、困難であったことの具体的な要因は何だったのか、それにより実施内容が 

どのような影響を受けていたのか） 

全教員に学生面談等を分担させ、コース室活動に積極的に参加させることにより教育意

識改革を行う。この際、学生面談を必ず複数の教員で行う等、組織的教育意識の低い教員

の影響が学生に及ばないように工夫した。 

（どのように対応し、どのような結果が得られたのか、また、その結果が望ましいものでは 

なかった場合、あらかじめどのように対応していれば適切であったのか、どうすればより

良い結果を導くことができたのか） 

当教育プログラムの終了後も、コース室を継続する。当教育プログラムで置いていた特

任教員による教育コーディネーター、常勤教員によるコースマネージャー、コースサブマ

ネージャーに代わり、コース室に常勤教員による管理責任者、担当教員、副担当教員を置

きコース室所属期間を 4月～6月とする等の変更を加えたうえで継続し、組織的個人指導を

行う。またポートフォリオ・マネージメントについても、ポートフォリオの内容を基本コ

ースワークの指導に絞ったうえで、従来より行っていた副指導教員制度を充実させ、当プ

ログラムで特任教員が行っていた指導を常勤の副指導教員が行うことで継続する。 

 


